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(54) 発明の名称 ：析出強化型ステ ン レス鋼及びその製造方法

(57) Abstract: Disclosed i s a high- strength stainless
[ 図 1] steel which k ee s the tensile strength and ductility at

such levels that can b e achieved b y conventional
high-strength stainless steels and which has improved
0.2% strength. Specifically disclosed i s a precipita
tion-hardened stainless steel which comprises, in
mass%, 0.2% or less ofC, 7 t o 14% inclusive ofNi, 0
to 3.5% inclusive o f Co, 9.5 t o 14% inclusive o f Cr,
0.5 to 3% inclusive o f Mo, 0.25 to 1% exclusive o f
Al, more than 0.75% and not more than 2.5% o f Ti,
and a reminder made up b y F e and impurities, and
which meets all o f the requirements represented by
formulae (1) t o (4). Formula (1):
1260-65Ni-20Co-40Cr > 0 Formula (2):
670+75Ni+40Co-100Cr > 0 Formula (3): 0.125 < (Al/
Ti) < 1.25 Formula (4): 1.45 < (Al+Ti) < 2.95 In the
formulae, the contents o f Ni, Co, Cr, A l and T i are
calculated in mass%.

(57) 要約：従来の高強度 ステ ン レス鋼の引張
鍛造方向 強 さと延性 とを維持 しつつ 0 . 2 % 耐 カを

高 め た高 強度 ス テ ン レス鋼 を提 供 す る。
質量 0/。で、 C : 0 . 2 % 7 % ≤ N i ≤
4 % 0 % ≤ C o ≤ 3 . 5 % 9 . 5 % ≤
C r ≤ 1 4 % 0 . 5 % ≤ M o ≤ 3 %
0 . 2 5 % < A I < 1 % 0 . 7 5 % < T

F e 及び不純物か らな り、かつ、式 （1 ) 乃至 （4 ) の全 てを満足す る析 出強化
( 1 ) 2 6 0 - 6 5 N i — 2 0 C ο — 4 0 C r ≥ 0 式 （2 ) 6 7 0 + 7
0 0 C r ≥ 0 式 （3 ) 0 . 1 2 5 ≤ ( A l / T i ) ≤ 1 . 2 5 式 （4 )
1 ) ≤ 2 . 9 5 ただ し、式中の N i C o C r A I 及 び T i は質量％での
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明 細 書

発明の名称 ：析出強化型ステンレス鋼及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、析出強化型ステンレス鋼及びその製造方法に関するものである

背景技術

[0002] 従来、高強度材料としては、 A I S I 4 3 4 0 や 3 0 O M等に代表される

低合金系高抗張力鋼が知られている。これらは、熱処理条件を選べば、約 1

8 0 O M P a を超える引張強さと 1 0 %程度の伸びを得ることが出来る （非

特許文献 1参照）。 しか し、これらは、低合金鋼であり、耐食性に大きく寄

与するC r が 1 %弱と少ないため耐食性が不十分である。

また、従来から高強度のステンレス鋼として P H 1 3 _ 8 M o ( A I S I

X M — 1 3 ) や 1 7 —4 P H ( A I S I 6 3 0 ) 等に代表されるマルテ

ンサイ ト系析出強化型ステンレス鋼が知られている。これらは、耐食性の良

好なステンレス鋼の中では高強度であるが、 A I S I 4 3 4 0 や 3 0 0 M等

に代表される低合金系高抗張力鋼と比較すると強度が劣っている。また、特

許文献 1 に高強度のステンレス鋼が提案されており、優れた強度特性を持つ

ているが、低合金系高抗張力鋼と比較すると延性が十分とは言えない。さら

に、特許文献 2 に提案されている高張力鋼は、耐食性向上元素であるC r が

無添加の場合、強度は十分高く優れているが、C r 添加をした場合、低合金

系高抗張力鋼と比較すると強度がやや劣つている。

低合金鋼の耐食性と高強度ステンレス鋼の強度や延性を改善 した高強度材

料として本願出願人は特許文献 3 に示す高強度ステンレス鋼を提案 した。特

許文献 3 に示す高強度ステ ンレス鋼 は、熱処理条件を選べば 1 8 0 0 M P a

を超える引張強さを得 られ、さらに、優れた耐食性を持つ材料である。

先行技術文献

特許文献



[0003] 特許文献1 ：英国特許公開第 9 8 8 4 5 2 号公報

特許文献2 ：特開昭 5 7 —4 1 3 5 1 号公報

特許文献3 ：特許第 3 3 4 2 5 0 1 号公報

非特許文献

[0004] 非特許文南犬1 ： 「I m p r o v e d L o w e T e m p e r a t u r e

F r a c t u e T o u g h n e s s o f U l t a h i g h S t

r e n g t h 4 4 0 S t e e l t h o u g h M o d i f i e d

H e a t T r e a t m e n t J Y O S H I Y U K I T O M I T A :

M e t a l l u r g i c a l T r a n s a c t i o n s V o l . 1 8 A

( 9 8 7 ) p . 4 9 5 - 5 0

非特許文南犬2 ： 「D e p a r t m e n t O f D e f f e n c e H a n d

b o o k M e t a l l i c a t e i a l s A n d E l e m e n

t s F o A e r o s p a c e V e h i c l e S t u c t u e

s M I L —H D B K 5 J ( 2 0 0 3 ) 」

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0005] 上述 した特許文献 3 に示す高強度ステンレス鋼は、引張強さ及び耐食性の

点では優れた材料であるものの、 0 . 2 %耐力が引張強さと比較 して低い。

例えば、析出強化型ステンレス鋼が使用される用途の一つである航空機の構

造設計には、運用荷重に安全率を乗 じた破壊荷重と引張強さを用いて強度設

計が行われ、加えて実用環境で航空機用脚材及び宇宙航空機一次構造部材に

降伏が起きないように考慮することが求められる。そのため適用する材料の

耐カ比 （= 0 . 2 %耐力/ 引張強さ）は高いことが望ましい。 しか し、特許

文献 3 に示す高強度ステ ンレス鋼 は耐カ比が低 く、例えば、現在、航空機の

構造部材に適用されている低合金系高抗張力鋼の替わりに使用するには、強

度特性が不十分である。

そこで、本発明の目的は、低合金系高抗張力鋼 レベルの引張強さ、 0 . 2

%耐力及び延性を維持 しつつ、さらに優れた耐食性も有する析出強化型ステ



ンレス鋼及びその製造方法を提供することである。

課題を解決するための手段
[0006] 本発明者は、低合金系高抗張力鋼レベルの引張強さ、 0 . 2 %耐カ及び延

性を有し、かつ従来の高強度ステンレス鋼の耐食性を両立すべく、鋭意検討

した結果、C を低く抑えた析出強化型マルテンサイ卜系ステンレス鋼をべ一

スとしてM o を添加し、N i と化合物形成するA I ならびにT i の割合及び

量のバランスをはかることで、耐食性を損なうことなく、引張強さと延性を

維持しつつ0 . 2 %耐カを大きく改善できることを見いだし本発明に到達し

た。

すなわち本発明は、質量0/0でC ：≤ 0 . 2 %、 7 % ≤ N i ≤ 4 %、 0 %

≤ C o ≤ 3 . 5 %、9 . 5 % ≤ C r ≤ % 0 . 5 ≤ M o ≤ 3 % 0 .

2 5 %< A I < % 0 . 7 5 %< T i ≤ 2 . 5 。/。、残部はF e 及び不純物

からなり、かつ、式 （1 ) 乃至 （4 ) を満足する析出強化型ステンレス鋼で

ある。

式 （1 ) 1 2 6 0 _ 6 5 N ί _ 2 0 C o _ 4 0 C r ≥ 0

式 （2 ) 6 7 0 + 7 5 N i + 4 0 C o - 1 0 0 C r ≥ 0

式 （3 ) 0 . 5 ≤ ( A I / T i ) ≤ . 5

式 （4 ) . 4 5 ≤ ( A l + T i ) ≤ 2 . 9 5

(ただし、式中のN ί 、 C o 、 C r 、 A I 及びT i は質量％での値で計算

)

[0007] また本発明は、下記の式 （5 ) を満足することが好ましい。

式 （5 ) 4 . 5 ≤ N i / ( A I + T i )

(ただし、式中のΝ ί 、 A I 及びT i は質量％での値で計算）

本発明でより好ましい式 （4 ) の範囲は、 2 . ≤ ( A l + T i ) ≤ 2 .

5 5 である。

また、本発明でより好ましい式 （3 ) の範囲は、 0 . 3 5 ( A I / T i

) ≤ 0 . 6 5 である。

また、本発明の不純物元素であるS ί 、M n 、 C u 、 P、 S、 0 、 Nは、



S i ≤ 0 . 1 %、 M n ≤ 0 . 1 %、 C u ≤ 0 . 1 %、 P ≤ 0 . 0 3 %、 S ≤

0 . 0 0 8 %、 O ≤ 0 . 0 0 5 %、 N ≤ 0 . 0 1 % に制限することが好 ま し

い。

また、本発明の析 出強化型 ステ ン レス鋼 は、常温での引張試験 において伸

びが 7 . 5 % 以上、 0 . 2 % 耐力 と引張強 さが に 2 % 耐力で 1 6 0 0 M P

a 以上、引張強 さで 1 7 0 0 M P a 以上、破壊靭性が 4 0 M P a m ι 2以上

の何れかを満たす析 出強化型ステ ンレス鋼である。

[0008] また、本発明の上記析 出強化型 ステ ン レス鋼 の製造方法は、少な くとも溶

解 と熱間塑性加工 を行 つた上記組成 よ りなるステ ン レス鋼 を、 9 4 0 °C ~ 1

0 5 0 °C で固溶化処理 した後、 さ らに 4 8 0 °C ~ 5 5 0 °C で時効処理 を行 う

析 出強化型 ステ ン レス鋼 の製造方法である。

好 ま しくは、上記の固溶化処理 に次いで— 5 0 °C ~ _ 1 0 0 °C でサ ブゼ ロ

処理 を析 出強化型ステ ンレス鋼の製造方法である。

また、上記の熱間塑性加工の加工比が 3 以上である析 出強化型 ステ ン レス

鋼の製造方法である。

発明の効果

[0009] 本発明の析 出強化型ステ ンレス鋼 は低合金系高抗張力鋼 レベルの引張強 さ

、 0 . 2 % 耐カ及び延性 を有 し、かつ従来の高強度 ステ ンレス鋼なみの耐食

性 を有 しているため、例 えば、耐食性が必要な航空機用部品等の設計 におい

て、耐カ比が小さい材料 に比べて、引張強度 を有効 に使用で きることが効果

と して期待で きる。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] 本発明合金断面の光学顕微鏡写真である。

[ 図2] 比較例合金断面の光学顕微鏡写真である。

[ 図3] 比較例合金断面の光学顕微鏡写真である。

[ 図4] 実施例 4 の疲労試験結果 を示すグラフである。

発明を実施するための形態

[001 1] 上述 したように、本発明の重要な特徴 は、 c を低 く抑 えた析 出強化型マル



テ ンサ イ ト系 ステ ン レス鋼 の成分 をベ ースに、 引張強 さ と 0 . 2 % 耐 カ を向

上 させ るため にM o を添加 し、 N i と化合物形成 す る A I な らび に T i の割

合及び量 のバ ラ ンスをはか った ことにあ る。

本発 明 にて、各化学組成 や関係 式 を規 定 した理 由は以下の通 りであ る。 な

お、特 に記載 のない限 り質量％ と して記 す。

[001 2] C ：≤ 0 . 2 %

C は、本発 明 においては不純物 と して規制 すべ き元素 であ る。 C は、 Τ ί

や C 等 の添加元素 との炭化物 の形成 によ り強度 と延性 とのバ ラ ンスを低 下

させ、 さ らには耐食性 を劣化 させ るため、 0 . 2 % 以 下 に制 限す る。 好 ま し

くは 0 . 0 5 % 以 下であ る。

7 % ≤ N i ≤ 4 %

N i は、 才一ステナイ 卜形成元素 であ り、 固溶化処理 時の フェライ 卜の

消失 に有効 であ り、 また時効処理 中に A I や T i と共 に微細 な金属 間化合物

を形成 して析 出強化 す る効果 があ るため、必須 で添加 す る元素 であ る。 しか

し、 Ν ί が 7 % 未満 であ る と、 固溶化処理温度 において フェライ 卜が安定

とな り、残存 した フヱライ トの存在形態 は製造工程、特 に圧延工程 や鍛造

工程 における塑性加工方 向 に依存 した方 向性 があ る。 そのため、最終製 品の

特性 に方 向性 が現 れて しまう。 また、 フェライ 卜の存在 自体 が強度 を低 下

させ、 その結果 と して強度 と延性 とのバ ラ ン ス を著 しく損 な う。 一方、 N i

添加 が 1 4 % を越 える とM s 点 の低 下が著 しく、 固溶化処理後 の急冷処理 で

十分 なマルテ ンサ イ 卜変態 が行われず、 大量 の残留オーステナイ 卜が残存 す

るため、強度 を著 しく低 下 させ、強度 と延性 とのバ ラ ン ス を著 しく損 な う。

そのため、 N ί は 7 % ~ 1 4 % の範 囲 と した。上述 した N i の効果 をよ り

確実 に得 るには、 N ί の下限 を 9 % とす るのが好 ま しい。

[001 3] 0 ≤ C ο ≤ 3 . 5 %

C o は、 N i と同様 に才一ステナイ 卜形成元素 であ り、 固溶化処理 時の

フェライ 卜の消失 に効果 があ り、 さ らに、 N ί よ りM s 点 の温度低 下が大 き

くないため、 3 . 5 % 以 下の範 囲で添加 す る ことは効果 的であ る。 ただ し、



本発明においては N ί を 7 ~ 1 4 % の範囲で必須添加するため、 C o は必ず

しも添加の必要はな く、 0 % を含む無添加 レベルであ っても差 し支えない任

意成分である。 また、 C o は、 N ί と異な りΑ し Τ ί 等 との間で金属間化

合物 を形成せず、間接的に金属間化合物の析 出を促進することや、金属間化

合物 を微細化することで析 出強化 に寄与する。 しか し、 C o の添加 によって

析 出強化へ直接の寄与は大 きくな く、 また、多量の添加はコス トの上昇 を招

くことか ら、 C o の上限を 3 . 5 % と した。

9 . 5 % ≤ C r ≤ 4 %

C は、耐食性 を付与する目的で必須添加する。 しか し、 C r が 9 . 5 %

未満であると、 ステ ン レス鋼 と して十分な耐食性が発揮 されず、一方、 C r

はフェライ 卜形成元素であ りC r 添加が 1 4 % を超 えると、固溶化処理温度

において フェライ 卜が安定 とな り、強度 を低下させるだけでな く、残存 し

た フェライ 卜の存在形態は製造工程 に依存 した方向性があるため、最終製

品の特性 に方向性が現れて しまう。 また、 フェライ 卜の存在 自体が強度 と

延性 とのバ ランスを著 しく損な う。 そのため、 C r は 9 . 5 % ~ 1 4 % の範

囲 と した。

0 . 5 ≤ M o ≤ 3 %

M o は、強度 と耐食性 を向上 させるため必須添加する。 しか し、 M o が 0

. 5 % 未満であると、延性低下が著 しく、一方、 M o が 3 % を越 えると固溶

化処理温度 において フェライ 卜が安定 とな り、残存 した フェライ 卜の存

在形態は製造工程 に依存 した方向性があるため、最終製品の特性 に方向性が

現れて しまう。 また、 フェライ 卜の存在 自体が強度 と延性 とのバ ランスを

著 しく損な う。 そのため、 M o を 0 . 5 % ~ 3 % の範囲 と した。

M o は、 C r との複合添加 によ り耐食性、特 に、耐孔食性の向上が期待で

きるため、 M o の下限を 0 . 7 % とするのが好 ま しい。

0 . 2 5 % < A l < %

A I は、時効処理 中に N i と金属間化合物 を形成 し析 出強化する元素であ

るため必須で添加する。 A I の添加 によ り高強度化 させるためには、 0 . 2



5 % 以上 が必要 があ る。 一方 で 1 % 以上 の添加 は延性 の低 下が著 しくな る。

そのため、 A I は 0 . 2 5 % を超 えて 1 % 未満 の範 囲 と した。

[001 5] 0 . 7 5 < T i ≤ 2 . 5 %

T i は、 時効処理 中に N i と金属 間化合物 を形成 し析 出強化 す る元素 であ

るため必須 で添加 す る。 Τ ί の添加 によ り高強度化 させ るため には、 0 . 7

5 % を超 える添加量 が必要 とな る。 一方 で 2 . 5 % を超 える場合 は延性 の低

下が著 しくな る。 そのため、 丁 は 0 . 7 5 を超 えて 2 . 5 % 以 下の範 囲 と

した。 Τ ί は、 好 ま しい上 限は、 2 . 4 5 % であ る。

以上、述べ た元素以外 は F e 及び不純物 とす る。

代表 的な不純物元素 と して、 S ί 、 M n 、 C u 、 P 、 S 、 0 、 N 等 があ り

、 これ らの元素 は以下の範 囲 に規制 す る ことが好 ま しい。

S i ≤ 0 . 5 % 、 M n ≤ 0 . 5 % 、 C u < 0 . 5 % 、 P ≤ 0 . 0 5 % 、 S

≤ 0 . 0 2 % 、 0 ≤ 0 . 0 1 % 、 N ≤ 0 . 0 5 % 。

好 ま しくは、以下の範 囲 にす る と良い。

S i ≤ 0 . 1 % 、 M n ≤ 0 . 1 % 、 C u ≤ 0 . 1 % 、 P ≤ 0 . 0 3 % 、 S

≤ 0 . 0 0 8 % 、 0 ≤ 0 . 0 0 5 % 、 N ≤ 0 . 0 1 % 。

[001 6] 次 に関係 式 について説 明す る。

弓I張強 さ と延性 を維持 しつつ 0 . 2 % 耐 カ を大 き く改善 す るには、上述 し

た成分 の範 囲 を満足 させ るだ けでな く、以下の 4 つの関係 式の全 て を満足 さ

せ るよ うに成分調整 を行 う必要 があ る。 なお、 式 中の N ί 、 C o 、 C r 、 A

I 及び T i は質量％での値 で計算 す る。

式 （1 ) ： 1 2 6 0 _ 6 5 N ί _ 2 0 C o _ 4 0 C r ≥ 0

式 （1 ) は固溶化処理後 の冷却時 におけるマルテ ンサ イ ト変態 の し易 さの

指標 であ る。 一般 に、 マルテ ンサ イ ト変態 がお こる温度 は、 M s 点 と して知

られているが、本発 明の析 出強化型 ステ ン レス鋼 においては、 この式 （1 )

を満 た さない場合、 固溶化処理後 の冷却処理 で十分 なマルテ ンサ イ 卜変態 が

行われず、残留オーステナイ トが残存 し、強度 と延性 とのバ ラ ンスを著 しく

損 な う。



式 （2 ) ：6 7 0 + 7 5 N i + 4 0 C o - 1 0 0 C r ≥ 0

式 （2 ) は固溶化処理温度 において フェライ 卜相 が存在 す るか否かの指

標 であ る。 この フェライ 卜の存在 は、 フェライ 卜形成元素 であ る C r の添

加量 と才一ステナイ 卜形成元素 N i 及び C o の添加量 とのバ ラ ンスで決定す

るが、本発 明の析 出強化型 ステ ン レス鋼 においては、 この式 （2 ) を満 た さ

ない場合、 固溶化処理温度 において フェライ 卜が安定 とな り、残存 した

フェライ 卜の存在形態 は製造工程 に依存 した方 向性 があ るため、最終製 品の

特性 に方 向性 が現 れて しまう。 また、 フェライ 卜の存在 自体 が強度 と延性

とのバ ラ ン ス を著 しく損 な う。

[001 7] 式 （3 ) : 0 . 5 ≤ ( A I / T i ) ≤ . 5

式 （3 ) は析 出強化 を担 う析 出相 を最適化 す る指標 であ る。 この 式 （3 )

を満 たす場合、 L 2構造 であ る N ί 3 ( Τ ί 、 A I ) 相 が析 出 しやす く、 時

効処理後 の強度 と延性 とのバ ラ ンスが最 も優 れている。 一方 で、 （A I / T

ί ) が 0 . 1 2 5 未満 の場合 は、 六方晶系の N i 3 T i 相 が析 出 しやす くな り

、 その結果 と して延性 が低 下す る。 （A I / Τ ί ) が 1 . 5 を超 える場合

は、 Β 2 構 造 の N i ( A し T i ) 相 が析 出 しやす くな り、延性 の低 下が著

しく、 引張強 さが不十分 とな る。 そのため、 式 （3 ) で示 す関係 式の範 囲 を

0 . 5 1 . 2 5 と した。強度 と延性 のバ ラ ン ス を考 慮 す る と式 （3 )

で示 す関係 式の範 囲は 0 . 3 5 ~ 0 . 6 5 であ る ことが好 ま しい。

式 （4 ) ： . 4 5 ≤ ( A l + T i ) ≤ 2 . 9 5

式 （4 ) は析 出強化 を担 う析 出相 の析 出量 を最適化 す る指標 であ る。 この

式 （4 ) で示 す （A I + T ί ) が 1 . 4 5 未満 の場合 は析 出量 が少ないため

強度 が不十分 とな り、 （A I + Τ ί ) が 2 . 9 5 を超 える場合 は析 出量 が多

くな り過 ぎるため延性 の低 下が著 しい。 そのため、 式 （4 ) で示 す関係 式の

範 囲 を 1 . 4 5 ~ 2 . 9 5 と した。特 に、 式 （4 ) で示 す関係 式が 2 . 1 ~

2 . 5 5 であ る ことが好 ま しい。

[001 8] さ らに本発 明では、以下 に示 す式 （5 ) を満足 させ る と良い。

式 （5 ) : 4 . 5 ≤ N i / ( A I + Τ i )



式 （5 ) は破壊靭性 を最適化する指標 である。 この式 （5 ) で示す N i /

( A I + T i ) が 4 . 5 未満の場合は破壊靭性が低下する傾向になるため、

式 （5 ) で示す関係式が 4 . 5 以上であることが好 ま しい。

[001 9] 次 に本発明の析 出強化型ステ ンレス鋼の製造方法 について説明する。

先ず、本発明の析 出強化型ステ ンレス鋼 に対 し、所望の機械的特性 を付与

する熱処理 について述べてお く。

一般 に析 出強化型ステ ンレス鋼 は、固溶化処理 において才一ステナイ 卜相

中に、析 出強化元素 を固溶 させた後、水、油、冷却 ガス等 を用いた冷却 によ

り、才一ステナイ 卜相 をマルテ ンサイ 卜へ と変態 させる。 その後、時効処理

によ り金属間化合物相等 を微細 に析 出させることによ り、高強度の材料 を得

ることが可能 になる。

本発明においても上記の組成 に調整 した析 出強化型ステ ンレス鋼 に固溶化

処理 を行 う。本発明の固溶化処理温度 は、 9 4 0 °C 未満であると合金元素が

十分固溶せず、一方、 1 0 5 0 °C を超 えると才一ステナイ 卜結晶粒が粗大化

しゃす く、 また、 フェライ 卜が生成 し、機械的性質を害 しやすいことか ら

、固溶化処理温度 を 9 4 0 °C ~ 1 0 5 0 °C とする。なお、固溶化処理時間 と

しては、例 えば、 0 . 5 ~ 3 時間で十分である。

本発明の析 出強化型ステ ンレス鋼 は、マルテ ンサイ ト変態開始点 （M s 点

) が比較的低 いため固溶化処理時の冷却のみでは完全なマルテ ンサイ 卜組織

が得 られず、オーステナイ ト組織が多 く残留 し、耐力が低下するので、固溶

化処理 にて、室温 まで冷却 したのち、 さ らに— 5 0 °C ~ - 0 0 °C でサ プゼ

口処理 を必要 に応 じて行 う。サ ブゼ ロ処理の処理時間 と しては、例 えば、 0

. 5 ~ 3 時間 とすることがで きる。サ ブゼ ロ処理 を行 うことによって残留才

—ステナイ 卜を減少させ、耐カな どの機械的特性 を改善で きる。

[0020] 固溶化処理 も しくはサ ブゼ ロ処理の後、高強度、高靭性 をバ ランス良 く得

るために、 4 8 0 °C ~ 5 5 0 °C で時効処理 （析 出強化処理）を行 う。時効処

理温度 は、 4 8 0 °C 未満であると強度 は高いが延性が低 くなる場合があ り、

—方 5 5 0 °C を超 えると、強度が低下する場合がある。なお、時効処理時間



は 1 ~ 2 4 時間の保持で十分である。

本発明の析 出強化型ステ ンレス鋼 は、上述の製造方法 によ り、常温での引

張試験 において伸びが 7 . 5 % 以上、 0 . 2 % 耐力が 1 6 0 0 M P a 以上、

引張強 さが 1 7 0 O M P a 以上の機械的特性 を得 ることがで きる。 また、上

述の製造方法 によ り、破壊靭性が 4 0 M P a m i 以上の特性 を有すること

もで きることか ら、航空機用部品等 に安定的に用いることが可能 となる。

[0021 ] なお、本発明の析 出強化型ステ ンレス鋼 において、介在物や成分偏析等が

問題 となる航空機用部品や発電用部品へ本発明の析 出強化型 ステ ン レス鋼 を

量産的に製造する場合、 その溶解方法 と して、真空溶解 を適用するのが好適

である。真空溶解 に続 き、真空 アーク再溶解やエ レク トロスラグ再溶解等の

再溶解法 を適宜組合わせるのが良い。

また、上述の熱処理 を行 うには、前述の溶解の後、鍛造や プ レス等の熱間

塑性加工 を行 った素材 を用いて熱処理 を行 う。 その場合、本発明の析 出強化

型 ステ ン レス鋼 を実際の製品に熱処理 を行 うときには、時効処理前 に製品形

状 に近い形状 に機械加工 を行 つた後 に時効処理 を行 うのが良い。

また、熱間塑性加工 を行 う場合、 その加工比は 3 以上であることが好 ま し

し、。加工比が 3 未満であると、 0 . 2 % 耐力の低下が顕著 となる場合がある

ためである。なお、加工比は、加工前の被加工材断面積 / 加工後断面積で求

めるもの とする。

こ こで、 例 えば、加工前の被加工材が鋼塊 とすると、鋼塊 にはテ一パが形

成 されている場合が多い。 その場合、鋼塊上下の両端部で断面積が異なるた

め、断面積 は平均断面積 と して計算する。

実施例

[0022] (実施例 1 )

以下の実施例で本発明をさ らに詳 しく説明する。

真空溶解で 1 O k g 鋼塊 を作製 した。鋼塊 にはテ一パが形成 されていたた

め、鋼塊の上部 と下部の断面積 を求め、 その和 を 2 で除 して求めた平均断面

積 は 5 6 2 5 m m 2 であ った。鋼塊の化学組成 を表 1 に示す。なお、表 1 中に



示 した元素以外は F e 及び不純物である。代表的な不純物元素の C u 、 P 、

S 、 0 、 N の含有量はそれぞれ、 0 . 1 % 以下、 0 . 0 1 5 % 以下、 0 . 0

0 2 5 % 以下、 0 . 0 0 5 % 以下、 0 . 0 0 5 % 以下であ った。

なお、以下の表 1 及び表 2 で示す従来例 N o . 3 1 は、特許文献 3 か ら抜

粋 した数値であ って、特許文献 3 の表 1 に示 した N o . 3 2 合金の組成 と、

1 0 8 5 °C X 時間、油冷の固溶化処理後、 ― 7 5 °C X 2 時間のサ ブゼ ロ処

理、 3 8 5 °C X 2 時間の時効処理、空冷 （2 回）後の機械的特性値 を示すも

のである。

また、従来例 N o . 3 2 は、特許文献 1 か ら抜粋 した数値であ って、特許

文献 1 の T A B L E 1 に示 されている材料の一つの組成 と、 8 5 0 °C X 2 0

分の固溶化処理後、 4 7 5 °C X 2 4 時間の時効処理後の機械的特性値示すも

のである。

さ らに従来例 N o . 3 3 は、特許文献 2 か ら抜粋 した数値であ って、特許

文献 2 の第 1 表 に示 されている鋼種 N の組成 と、 9 0 C X 1 時間、空冷の

固溶化処理後、 5 0 C X 5 時間、空冷の時効処理後の機械的特性値である

また、従来例 N o . 3 4 は、低合金高抗張力鋼である A I S I 4 3 4 0 と

して非特許文献 1 か ら抜粋 した数値であ って、非特許文献 1 の T a b I e lll

に示 されている 1 1 3 3 K D O Q T - s t e e I 3 R の組成 と機械的特

性値である。



表 1

齜おお300l乂マ09お：Ξ一：土1土+Ο：-

表 1 に示す本発明及び比較例の鋼塊 を 1 0 5 0 °C に加熱 を行 った後、鍛造

を行 って、 N o . 1 4 合金及び N o . 1 5 合金以外は 4 5 m m幅 X 2 0 m m

厚みの平角素材 と した。 また、 N o . 1 4 合金 は 3 8 m m X 3 8 m m の角型

素材 と し、 N o . 1 5 合金 は 6 5 m m幅 X 3 0 m m厚 の平角素材 を作製 した

。なお、加工比 （= 鋼塊平均断面積 鍛造後断面積）を計算すると、 N o .



1 4 合金及び N o . 1 5 合金以外は 6 . 2 5 であ った。 N o . 1 4 合金の加

ェ比は 3 . 9 0 であ り、 N o . 1 5 合金の加工比は 2 . 8 8 であ った。

次 に作製 した各鍛造素材の熱処理 を行 った。熱処理 は、固溶化処理、サ ブ

ゼ ロ処理、時効処理 と連続 して行 った。固溶化処理 は、大気炉 にて、 9 5 0

°C、 1 0 0 0 °C 及び 1 0 5 0 °C のいずれかの温度で 1 時間保持 した後、油中

で冷却 した。サ ブゼ ロ処理 は、 ドライアイスとエタノール を用いて、 一 7 5

°C で 2 時間保持 した。時効処理 は、大気炉 にて、 5 0 0 °C、 5 1 0 °C、 5 2

0 °C 及び 5 3 0 °C の何れかの温度で 1 6 時間保持 した後、大気中で冷却 した

固溶化処理後の断面金属組織 を塩化第二鉄の水溶液 にてエ ツチ ング処理 し

て観察 した。金属組織観察結果 と して、 N o . 2 合金及び N o . 2 3 合金の

光学顕微鏡写真 をそれぞれ図 1 及び図 2 に示す。

また、上述の熱処理後の素材か ら平行部直径 6 . 3 5 m m ゲージ長 さ 2

5 . 4 m m の丸棒引張試験 片を作製 し、 A S T M E 8 に基づいて常温 にお

いて引張試験 を行い、 0 . 2 % 耐カ、引張強 さ、伸び及び絞 りを測定 した。

測定結果 を表 2 に示す。 また、表 2 中には固溶化処理及び時効処理の温度 を

示す。

なお、金属組織観察の結果、本発明 N o . 2 合金 においては図 1 に示すよ

うに フェライ 卜相 は観察 されなか ったが、 N o . 2 3 合金では、図 2 に示

すように、固溶化処理後 に鍛造方向に方向性 を持 った フェライ 卜の残存が

確認 されたため、引張試験 は実施 しなか つた。



[ 表 2 ]

表 2 よ り、本発明の析 出強化型 ステ ン レス鋼 に対 して適切な熱処理 を行 う

ことによ り、引張強 さと延性 を維持 しつつ 0 . 2 % 耐力が従来鋼 N o . 3 1

合金 よ りも高 くなることが確認 される。

—方、比較例の N o . 合金 はM o が添加 されていないため延性 が低 い

ことが確認 され、 また、 N o . 2 2 合金 は式 （1 ) を満たさないため、強度

が非常に低 い値である。 N o . 2 2 合金の固溶化処理後の素材 よ り試料 を採

取 し電解研磨で仕上 げた後、 X 線回折法 によ り残留オーステナイ 卜量 を測定

した結果、体積率で 3 0 . % と大量の残留才一ステナイ 卜が残存 している

ことを確認 した。 また、 N o . 2 2 合金の金属組織 を図 3 に示す。 X 線回折



法と金属組織観察の結果から、固溶化処理時の急冷処理でマルテンサイ 卜変

態が十分でなく大量の残留オーステナイ 卜が残存 したため強度が非常に低い

値となったと考えられる。 N o . 2 3 合金においては、式 （2 ) を満たさな

いため、固溶化処理後に フェライ 卜が残存 したと考えられる。 N o . 2 4

合金に関してはA I 量が多く、また、 （A I + T ί ) 量も多いため延性が十

分ではなく引張試験中に掴み部より破断した。従来例のN o . 3 2 合金の結

果は、延性に寄与する要因がM 。だけでなく、 N ί とA I および/ もしくは

T i との金属間化合物の析出相の構造や量にもあることを示唆すると考えら

れる。従来例のN o . 3 3 合金の結果は、 Τ ί 量が 2 . 5 % と比較的高くC

r 量が少なく、かつ式 （4 ) の値が3 . 0 と高いにもかかわらず著 しく強度

低下しており、このことは析出相の析出量に臨界的な上限があることを示唆

するととらえることができる。

また、比較的合金組成が近似するN o . 1合金、 N o . 1 4 合金及びN

o . 5 合金を対比すると、加工比が3 未満になると引張特性、特に0 . 2

%耐力が低下することが確認された。

[0027] (実施例 2 )

実施例 1で用いた本発明のN o . 1合金、 N o . 2 合金、 N o . 3 合金、

N o . 4 合金、 N o . 1 0 合金、 N o . 1 1合金及びN o . 1 3 合金の熱処

理後の素材から 1 5 m m X 3 6 m m X 3 8 . 5 m mのコンパク卜テンション

型試験片を作製 し、A S T M E 3 9 9 に基づいて破壊靭性を測定した。測

定結果を表 3 に示す。また、表 3 中には固溶化処理、時効処理の温度及び式

( 5 ) の値を示す。

[0028]



[ 表3]

[0029] 表 3 より、本発明の析出強化型ステンレス鋼において式 （5 ) で示す N i

/ ( A I + T ί ) が 4 . 5 以上の場合は破壊靭性が 4 0 Μ P a m 1 2以上の優

れた特性が得 られることがわかる。

[0030] (実施例 3 )

実施例 1 で用いた N o . 合金及び N o . 3 合金の熱処理後の素材及

び低合金系高抗張力鋼の A I S I 4 3 4 0 相 当材を 3 5 °C、 5 %塩化ナ 卜リ

ゥ厶溶液での塩水嘖霧試験で 7 2 時間後の発錡状況観察を行 った。観察結果

を表 4 に示す。 N o . 1 合金及び N o . 1 3 合金においては、試験を 2 0

0 0 時間まで延長 し、発錡状況観察を行 ったが、発錡は確認されなかった。

[0031 ] [ 表4]

[0032] 表 4 より、本発明の析出強化型ステンレス鋼は、従来の低合金高抗張力鋼

と比較 し耐食性が優れていることがわかる。

[0033] (実施例 4 )



実施例 1 で用いたN o . 1 1 合金及び N o . 1 3 合金の熱処理後の素材か

ら全長 1 1 O m m、評価部の直径 5 . 0 0 m m、切欠き係数 K t = 1 . 0 の

丸棒疲労試験片を作製 し、 A S T M E 4 6 6 にしたがって常温環境、応力

比 0 . 1 で応力制御軸力疲労試験を行った。

試験片が破断 したときのサイクル数を測定 し、試験で得 られた破断 したサ

ィクル数と試験片にかけた最大応力をまとめたものを表 5 に示す。加えて、

非特許文献 2 に記載されているA I S I 4 3 4 0 材の疲労曲線、 1 5 _ 5 P

H ステンレス鋼の疲労曲線とN o . 1 1、 N o . 1 3 の疲労試験結果をまと

めたものを図4 に示す。

[0034] [表5]

[0035] 図 4 より、本発明の析出強化型ステンレス鋼は、従来の低合金高抗張力鋼

やステンレス鋼と比較 し疲労特性が優れていることがわかる。

産業上の利用可能性

[0036] 本発明は0 . 2 %耐カ、引張強さに優れ、更に優れた耐食性も兼備する高

強度ステンレス鋼であるため、高い強度が必要な航空機用脚材及び宇宙航空

機一次構造部材、例えばフラップ トラックレ一ル、スラッ卜トラックレール

、ファスナーなどの締結部材、種々のァクチユエ一タ、 ドアヒンジ、ェンジ



ン部品等 に好適である。 その他の用途 と しては、発電 プラン ト用ター ビンプ

レ一 ド材、エ ンジン用シャフ ト材、 ゴル フクラブのヘ ッ ドな どのスポーツ用

品、 または自転車部品、 自動車部品、船舶部品な どへの適用も期待で きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 質量 0/ 0で、 C ： 0 . 2 % 、 7 % ≤ N i ≤ 4 % 0 % ≤ C o ≤ 3

. 5 % 、 9 . 5 % ≤ C r ≤ % 0 . 5 ≤ M o ≤ 3 % 0 . 2 5

% < A I < 1 % 、 0 . 7 5 % < T i ≤ 2 . 5 。/。、残部 は F e 及び不純

物か らな り、かつ、下記式 （1 ) 乃至 （4 ) ：

式 （1 ) 1 2 6 0 _ 6 5 N ί _ 2 0 C o _ 4 0 C r ≥ 0

式 （2 ) 6 7 0 + 7 5 N i + 4 0 C o - 1 0 0 C r ≥ 0

式 （3 ) 0 . 5 ≤ ( A I / T i ) ≤ . 5

式 （4 ) . 4 5 ≤ ( A l + T i ) ≤ 2 . 9 5

( ただ し、式中の N ί 、 C o 、 C r 、 A I 及び T i は質量％での値で

計算）の全てを満足することを特徴 とする析 出強化型ステ ンレス鋼。

[ 請求項 2 ] 式 （5 ) 4 . 5 ≤ N i / ( A I + T i )

( ただ し、式中の Ν ί 、 A I 及び T i は質量％での値で計算）を満足

することを特徴 とする請求項 1 に記載の析 出強化型ステ ンレス鋼。

[ 請求項 3 ] 式 （4 ) が、 2 . ≤ ( A l + T i ) ≤ 2 . 5 5 であることを特徴

とする請求項 1 または 2 に記載の析 出強化型ステ ンレス鋼。

[ 請求項 4 ] 式 （3 ) が、 0 . 3 5 ( A I / Τ ί ) 0 . 6 5 であることを特

徴 とする請求項 1 乃至 3 の何れかに記載の析 出強化型ステ ンレス鋼。

[ 請求項 5 ] 質量 0/ 0で、 S i 0 . 1 % 、 M n ≤ 0 . 1 % 、 C u ≤ 0 . 1 % 、 P

≤ 0 . 0 3 % 、 S ≤ 0 . 0 0 8 % 、 0 ≤ 0 . 0 0 5 % 、 N ≤ 0 . 0 1

% であることを特徴 とする請求項 1 乃至 4 の何れかに記載の析 出強化

型ステ ンレス鋼。

[ 請求項 6 ] 常温での引張試験 における伸びが 7 . 5 % 以上であることを特徴 と

する請求項 1 乃至 5 の何れかに記載の析 出強化型ステ ンレス鋼。

[ 請求項 7 ] 常温での引張試験 における 0 . 2 % 耐力が 1 6 0 0 M P a 以上及び

引張強 さが 1 7 0 O M P a 以上であることを特徴 とする請求項 1 乃至

6 の何れかに記載の析 出強化型ステ ンレス鋼。

[ 請求項8] 破壊靭性が 4 0 M P a m i 以上であることを特徴 とする請求項



1乃至 7 の何れかに記載の析 出強化型ステ ンレス鋼。

少な くとも溶解 と熱間塑性加工 を行 った請求項 1乃至 5 の何れかに

記載の組成 よ りなる析 出強化型ステ ンレス鋼 を 9 4 0 °C ~ 0 5 0 °C

で固溶化処理 した後、 さ らに 4 8 0 °C ~ 5 5 0 °Cで時効処理 を行 う析

出強化型ステ ンレス鋼の製造方法。

固溶化処理 に次いで— 5 0 °C ~ - 0 0 °Cでサ プゼ ロ処理 を行 う請

求項 9 に記載の析 出強化型ステ ンレス鋼の製造方法。

熱間塑性加工の加工比が 3 以上であることを特徴 とする請求項 9 ま

たは 1 0 に記載の析 出強化型ステ ンレス鋼の製造方法。
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